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第１８ 連結散水設備の技術基準

１ 送水口

⑴ 位置

送水口の位置は，令第28条の２第２項第２号及び規則第30条の３第４号

ロの規定によるほか，次によること。

ア 防火対象物が面する道路側に設けること。◆

イ 送水口の前面には，消防用ホースの送水時の曲りを考慮した２ｍ以上

の空間を確保すること。ただし，送水口の結合金具が自在式の構造のも

の又は自在式の媒介結合金具を附置したものは，この限りでない。◆

⑵ 構造等

構造は，規則第30条の３第４号イ，ハ及び平成13年消防庁告示第37号の

規定によるほか，次によること。

ア 送水口は，各送水区域ごとに設けること。ただし，任意の送水区域を

選択できる選択弁を設けた場合は，この限りでない。

イ 双口形の送水口のホース接続口のホース接続に支障のない角度又は間

隔は，90度以上，17.5cm以上とする。◆

ウ 管の接続は，管フランジ又は管用ねじとし，呼称は100とすることが望

ましい。◆

エ 送水口は認定品を使用すること。★

⑶ 標識

標識は，規則第30条の３第４号ニの規定によるほか，第３スプリンクラ

ー設備の技術基準Ⅰ４⑷の規定を準用すること。

２ 配管等

⑴ 選択弁

選択弁は，規則第30条の３第２号の規定によるほか，次によること。

ア 選択弁の取付け高さは，床面又は地盤面から0.8ｍ以上，1.5ｍ以下と

すること。◆

イ 送水区域を区分するために一斉開放弁を使用する場合は，消防ポンプ

自動車の送水で，当該弁の作動検査及び点検が行える場合に限り設置す

ることができるものとするほか，次によること。◆

(ア) 一斉開放弁は，手動開放弁の遠隔操作により開放できること。この

場合，手動開放弁を選択弁とすることができる。

(イ) 一斉開放弁の設置位置及び高さについては前アを準用する。

(ウ) 一斉開放弁は，火災の際延焼のおそれのない箇所へ設けること。

(エ) 一斉開放弁の２次側配管の部分には，放水区域に放水することなく，

当該弁の作動を試験することができる装置を設けること。

ウ 選択弁，一斉開放弁の設置位置には，当該弁である旨の標識及び送水

区域を明示すること。◆
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⑵ 配管

配管の構造，材質及び施工方法は，規則第30条の３第３号の規定による

ほか，次によること。

ア 配管は，原則として地中に埋設（共同溝等への敷設を除く。）しない

こと。なお，施工上やむを得ず地中に埋設する場合には，有効な防食措

置を講ずること。◆

イ 支持点の位置

(ア) 配管の両端の支持は端末とし，制御弁，選択弁又は垂直管等集中荷

重のかかる直近に支持点を設けること。

(イ) 支持間隔は，配管のたわみ等による過大応力の発生を考慮し，次表

を目安として設けること。◆

ウ 支持金具，吊り金具等は，管自重，流体重量，熱膨張，水撃作用等の

せん断力及び張力に十分に耐えるものを使用すること。

エ 管継手及びバルブ類の材質は，規則第30条の３第３号イの規定による

が，火災の際延焼のおそれのない場所に設けるものは，この限りでない。

◆

オ 管の耐食措置は規則第30条の３第３号ロの規定によるほか，次による

こと。

(ア) 亜鉛メッキについては，JIS H 9124（溶融亜鉛メッキ作業標準）に

よりJIS H 2107（亜鉛地金）の蒸留亜鉛地金1 種又はこれらと同等以

上の品質を有する亜鉛地金を使用したものとすること。◆

(イ) 溶接による配管を行った部分については，当該溶接箇所を亜鉛メッ

キと同等以上の性能を有する材料をもって入念に事後処理を施す等耐

食措置を講じること。◆

３ 散水ヘッド

⑴ ２以上の防火区画（耐火構造の床若しくは壁又は自動閉鎖装置付の防火

設備である防火戸による区画をいう。以下第18連結散水設備の技術基準に

おいて同じ。）を１送水区域とする場合は，閉鎖型ヘッドを使用すること。

◆

⑵ ヘッドの設置要領等は，規則第30条の３第１号イからホの規定によるほ

か，次によること。

ア 散水ヘッドは，設ける室の使用状況，照明器具等の位置を考慮して，

散水に支障のない箇所に取付けること。

イ ２以上の送水区域を設ける場合は，隣接する送水区域が相互に重複す

るよう，第３スプリンクラー設備の技術基準Ⅲ１⑶ウの規定を準用し，
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設けること。◆

⑶ 散水ヘッドを設けなくてもよい部分は，規則第30条の２の規定によるほ

か，次によること。

ア 規則第30条の２第２号のその他これらに類する場所には，化粧室，洗

濯場及び脱衣場等を含むものとする。

イ 主要構造部を耐火構造とした防火対象物のうち，耐火構造の床若しく

は壁又は自動閉鎖装置付の特定防火設備である防火戸で区画された部分

で規則第30条の２第３号のその他これらに類する室の用途に供するもの

とは，次に掲げる用途に供されるものを含むものとする。

(ア) ポンプ室及び冷凍機室等

(イ) 電話交換機室，電子計算機資料室，放送室及び中央管理室等

(ウ) ボイラー室，乾燥室，その他これらに類する室

(エ) 第３スプリンクラー設備の技術基準Ⅱ４⑴イの用に供する室◆

ウ 規則第30条の２第４号のその他これらに類する電気設備には，蓄電池，

充電装置，配電盤及び開閉器等をふくむものとする。

なお，当該電気設備が設置されている場所に前イによる区画をするこ

と。◆

エ 規則第30条の２第５号のその他これらに類する部分には，吸排気ダク

ト，メールシュート，ダストシュート及びダムウェダーの昇降路等をふ

くむものとする。

⑷ 前⑶に該当し，散水ヘッドを設けなくてもよい部分で，前⑶イ(イ)から(エ)

及

び⑶ウの用途には，第３スプリンクラー設備の技術基準Ⅱ４⑶イの規定を

準用すること。◆

４ 凍結防止

第２屋内消火栓の技術基準７の規定によること。◆

５ 開放型散水ヘッド

開放型散水ヘッドを設ける場合は，次によること。

⑴ 送水口・選択弁・ヘッドとの関係及び系統は，次の例によること。◆

ア 各送水区域を防火区画する場合
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イ 各送水区域を防火区画しない場合

⑵ 配管

ア 開放型ヘッドを用いる散水設備の管口径は，１の送水区域の散水ヘッ

ドの取付け個数に応じ，次の表に掲げる管の呼び以上とすること。

イ 管の呼びの大きさは，前アによるほか１の送水区域に接続される散水

ヘッドの数に応じ，その放水量及び散水ヘッドにおける速度水頭，実揚
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程，配管，弁，継手ならびに送水口の全摩擦損失水頭を計算して定める

こと。◆

なお，この場合散水ヘッドの放水圧力は0.5ＭＰa以上，放水量180ℓ/min

以上とすること。

ウ 送水口で消防ポンプ自動車が送水する場合の全揚程は100ｍ以下とす

ること。◆

⑶ 散水ヘッド

ア ヘッドは認定品を使用すること。★

イ １送水区域ごとに自動火災報知設備の警戒区域を設定すること。◆

ウ ヘッドの設置要領等は，規則第30条の３第１号ロ及びハの規定による

ほか，次によること。

(ア) ヘッドの取付け面との距離は50cm以下とすること。◆

(イ) 設置間隔は，次表の数値以下とすること。◆

６ 閉鎖型散水ヘッド

閉鎖型散水ヘッドを設ける場合は，次によること。

⑴ 送水口・選択弁・ヘッドとの関係及び系統は，次の例によること。◆

ア 各送水区域を防火区画する場合
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イ 各送水区域を防火区画しない場合

⑵ 配管

ア 散水設備の管口径は，１の送水区域の散水ヘッドの取付け個数に応じ，

次の表に掲げる管の呼び以上とすること。◆

イ 散水設備は，次の各号に適合する加圧送水装置に直結した管の呼びで

100mm以上の配管を設けること。◆

(ア) 加圧送水装置は，専用若しくは他の消火設備のポンプと兼用又は高

架水槽等とし，火災の際ただちに送水できること。

(イ) 加圧送水装置の吐出量は，ヘッド１個90ℓ/minに５を乗じて得た量以

上とすること。なお，水源水量は，設置されるヘッドの当該設置個数

（当該設置個数が５を超えるときは，５とする。）に1.2㎥を乗じて得

た量以上とすること。

(ウ) 加圧送水装置の揚程は，ヘッド圧力0.1MPaを基準とし，第３スプリ

ンクラー設備の技術基準Ⅰ１⑵イ，規則第14条第１項第11号イ及びロ

の規定を準用する。

ウ １送水区域ごとに規則第14条第１項第５の２号の基準に適合する末端

試験弁を設けること。この場合，加圧送水装置と直結した部分には，逆
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止弁及び仕切弁を設けること。また，末端試験弁から放水される水が安

全な場所へ排出できるよう措置すること。◆

⑶ 散水ヘッド

ア ヘッドは，「閉鎖型スプリンクラーヘッドの技術上の規格を定める省

令（昭和40年自治省令第２号）に定める標準型スプリンクラーヘッド（小

区画型ヘッドを除く）とし，感度種別は２種のものを使用すること。★

イ ヘッドの設置要領等

ヘッドの設置要領等は，規則第30条の３第１号ロ及びハの規定による

ほか，次によること。

(ア) ヘッドの設置間隔は，第３スプリンクラー設備の技術基準Ⅱ２によ

ること。★

(イ) ヘッドの取付け面との距離は，規則第13条の２第４項第１号イから

ヘ及び第３スプリンクラー設備の技術基準Ⅱ３⑴から⑼までによるこ

と。◆

７ 連結散水設備の設置を要しない場所

連結散水設備の設置を要しない場所は，令第28条の２第３項，第４項及び

規則第30条の２の２に掲げる場所とする。

８ 総合操作盤

第25の２総合操作盤の技術基準によること。

９ 令第 32 条の特例基準

第２屋内消火栓設備の技術基準９⑷の規定を準用する。


